
原油価格高騰・物価高対策事業一覧（R7.11月補正以降）

総額：504億円（国庫233.9億円 一般財源等270.1億円）

※（再掲）事業の金額は、合計に計上していません。
※四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

　⑪：R7.11月補（116.0億円）　②：R8.2月補（102.1億円）　(当)：R8当初（108.6億円）　⑥：R8.6月補（154.7億円）　⑥：R8.6月補（追加提案）（22.5億円）

〇電気ガス料金高騰に対する支援 20.1億円 〇子育て世帯に対する支援 7.6億円
　・電気LPガス価格高騰対策事業⑪ 5.7億円 　・沖縄県ひとり親家庭暮らし応援事業⑪ 3.6億円

　・電気LPガス価格高騰対策事業（特別高圧分）② 5.0億円 　・沖縄県学校給食費無償化支援事業⑪ 0.4億円

　・電気LPガス価格高騰対策事業⑥ 9.4億円 　・私立学校給食費支援事業⑪ 0.1億円

〇中小企業等に対する支援 253.6億円 　・私立学校等教育振興費⑪ 0.1億円

　・県単融資事業費（賃上げ支援分）⑪ 14.2億円 　・高等学校等奨学のための給付金事業⑪ 0.6億円

　・県単融資事業費(当) 74.7億円 　・子育て若者世帯食支援活動等応援事業(当) 1.5億円

　・県単融資事業費⑥ 135.9億円 　・特別支援学校寄宿舎支援事業(当) 0.1億円

　・沖縄県業務改善奨励金事業⑪ 1.4億円 　・学校給食事業費(当) 0.6億円

　・賃上げ生産性向上緊急支援事業⑪ 20.2億円 　・沖縄県学校給食費無償化支援事業(当) 0.6億円

　・賃上げ生産性向上緊急支援事業② 0.3億円 　・こどもの居場所物価高騰対策事業(当)（再掲） 0.7億円

　・適正な価格転嫁応援プロジェクト⑪ 1.8億円 　・こどもの居場所物価高騰対策事業⑥（再掲） 0.7億円

　・適正な価格転嫁応援プロジェクト② 0.1億円 〇農林水産業に対する支援 54.4億円
　・国際物流拠点産業集積地域うるま地区対策事業⑪ 0.7億円  ▼農業 19.6億円

　・国際物流拠点産業集積地域那覇地区省エネ設備導入事業② 0.2億円 　・農業構造転換支援事業② 17.3億円

　・航空機整備施設省エネ設備導入事業② 1.9億円 　・農地中間管理機構事業② 1.2億円

　・指定管理施設賃上げ促進パッケージ② 0.8億円 　・低コスト化に向けた農業機械導入支援事業(当) 0.2億円

　・小規模事業経営支援事業(当) 0.6億円 　・生産資材価格高騰対策支援事業(当) 0.5億円

　・組織化指導事業(当) 0.1億円 　・農業用廃プラスチック適正処理支援事業(当) 0.1億円

　・泡盛原料米価格高騰緊急対策支援事業⑥ 0.5億円 　・葉たばこ用燃油緊急支援事業⑥ 0.2億円

　・国際航空貨物燃油サーチャージ支援事業⑥ 0.2億円  ▼畜産業 29.7億円

〇生活困窮者世帯に対する支援 2.5億円 　・沖縄県和牛子牛価格安定対策事業⑪ 9.0億円

　・生活困窮者緊急支援事業⑪ 0.5億円 　・畜産物処理施設燃料費高騰支援事業⑪ 0.6億円

　・生活困窮者緊急支援事業⑥ 0.4億円 　・配合飼料価格差補助緊急対策事業⑪ 12.9億円

　・みらいチケット協力店普及促進事業⑪ 0.2億円 　・養鶏生産基盤支援事業② 0.7億円

　・こどもの居場所物価高騰対策事業(当) 0.7億円 　・優良繁殖雌牛導入支援事業(当) 1.5億円

　・こどもの居場所物価高騰対策事業⑥ 0.7億円 　・優良繁殖雌牛導入支援事業⑥ 1.1億円

〇省エネ家電等への買い替え支援 5.4億円 　・優良乳用牛導入支援事業(当) 0.8億円

　・省エネ家電購入支援事業⑪ 4.1億円 　・優良乳用牛導入支援事業⑥ 0.2億円

　・省エネ家電購入支援事業⑥ 1.3億円 　・養豚生産性向上対策支援事業(当) 1.1億円

〇医療介護学校施設等に対する支援 118.5億円 　・肉用牛肥育経営緊急支援事業⑥ 1.4億円

 ▼医療介護 84.2億円 　・粗飼料価格高騰緊急対策事業⑥ 0.2億円

　・県立病院繰出金（離島等医療確保緊急支援金）⑪ 16.5億円  ▼漁業 5.1億円

　・離島・へき地診療所緊急支援事業⑥ 0.5億円 　・漁業等における物価高騰対策利子補給事業⑪ 0.2億円

　・医療分野における賃上げ物価上昇への支援事業⑪ 6.2億円 　・漁業用燃油緊急支援事業② 2.9億円

　・医療施設等物価高騰対策支援事業② 13.9億円 　・漁業用燃油緊急支援事業⑥ 1.3億円

　・介護サービス事業所等物価高騰対策支援事業② 6.5億円 　・漁業用生産資材導入支援事業⑥ 0.7億円

　・介護分野職員の賃上げ職場環境改善支援事業② 20.6億円 〇公共交通物流観光業に対する支援 28.6億円
　・その他国の総合経済対策に関する事業② 8.7億円  ▼観光業 4.9億円

　・周産期医療体制整備対策事業⑥ 0.5億円 　・貸切バス活用支援事業⑪ 1.6億円

　・小児医療施設支援事業⑥ 0.6億円 　・観光事業者収益力向上サポート事業⑪ 2.1億円

　・医療分野の業務効率化職場環境改善支援事業⑥ 4.4億円 　・観光２次交通利用促進事業(当） 0.6億円

　・北部基幹病院整備推進事業⑥ 1.4億円 　・修学旅行時期平準化促進事業(当) 0.7億円

　・介護事業所施設等へのサービス継続支援事業⑥ 1.8億円  ▼離島 15.9億円

　・災害医療対策事業⑥ 0.4億円 　・離島航路燃料サーチャージ支援事業⑪ 1.0億円

　・介護事業所等省エネ設備等導入緊急支援事業⑥ 2.3億円 　・小規模離島等航空路線維持事業⑪ 10.3億円

 ▼福祉 30.6億円 　・小規模離島等航空路線維持事業⑥ 3.9億円

　・救護施設物価高騰対策支援事業⑪ 0.1億円 　・小規模離島ガソリンスタンド等物価高騰対応支援事業② 0.6億円

　・児童養護施設等物価高騰対策支援事業⑪ 0.1億円 　・離島航路燃料サーチャージ支援事業⑥ 0.1億円

　・障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援② 7.2億円 　・沖縄県燃油激変緩和補助事業（航路）(当)（再掲） 1.3億円

　・障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援⑥ 2.9億円 　・離島・へき地診療所緊急支援事業⑥（再掲） 0.5億円

　・保育所等光熱費負担軽減事業② 1.9億円  ▼公共交通等 7.8億円

　・障害福祉職員処遇改善緊急支援事業② 11.0億円 　・公共交通人材受入促進支援事業⑪ 0.3億円

　・児童養護施設等物価高騰対策支援事業(当) 0.1億円 　・地域循環バス等実証事業⑪ 1.6億円

　・保育所等物価高騰対策支援事業(当) 7.5億円 　・自動運転交通サービス地域実装推進事業(当) 2.0億円

 ▼学校施設等 3.7億円 　・バス路線補助事業費(当) 0.2億円

　・看護大学特定運営費交付金事業② 0.2億円 　・交通事業者運転手等確保支援事業(当) 0.3億円

　・公立大学法人県立芸術大学運営費交付金等事業② 0.5億円 　・沖縄県燃油激変緩和補助事業（航路）(当) 1.3億円

　・沖縄県公立高等学校教育改革推進事業② 0.6億円 　・交通困難者公共交通利用促進実証事業(当) 2.2億円

　・私立学校物価高対策支援事業(当) 0.3億円 〇予備費 5.0億円
　・公立大学法人県立芸術大学運営費交付金等事業(当) 1.7億円 　・予備費⑥ 5.0億円

　・看護大学特定運営費交付金事業(当) 0.5億円

〇水道料金高騰に対する支援 8.3億円
　・水道用水供用事業者支援事業(当) 8.3億円 -1-
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